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地域福祉計画・地域福祉活動計画について 

 

１ 地域福祉計画 

・平成１２年６月の社会福祉事業法等の改正により、社会福祉法（第１０７条）に

新たに規定された行政計画であり、市町村地域福祉計画及び都道府県地域福祉支援

計画からなる。 

・各福祉分野における行政計画との整合性・連携を図りながら、地域住民主体のま

ちづくりや、住民の生活全般にわたる福祉向上を図ることを目的として策定する。 

 

２ 市町村地域福祉計画 

・地域住民の意見を十分に反映させながら、各市町村が主体的に策定する計画であ

り、地域福祉を総合的に推進する上での大きな柱と位置付けられる。 

・米子市では、平成１８年に第１期計画を策定後、２回の改定を経て、現在は第４

期計画期間中。（第４期計画期間：平成２８年４月～平成３３年３月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 地域福祉活動計画 

・社会福祉法第１０９条で「地域福祉の推進を図ることを目的とする団体」と規定さ

れている市町村社会福祉協議会が中心となり、「住民」、「地域において社会福祉に関

する活動を行う者」、「社会福祉を目的とする事業（福祉サービス）を経営する者」等

が相互に協力し、地域福祉の推進を目的として策定する民間の活動・行動計画である。 

・地域福祉推進のための理念や仕組みをつくる「地域福祉計画」と連携し、それを実

行するための住民や民間団体等の活動・行動の在り方を定めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 地域共生社会の実現に向けた国の動き 

第４期米子市地域福祉計画（Ｈ２８～Ｈ３２） 

【基本理念】 

「誰もが人間らしく、その人らしく生活できるまちづくり」 

【基本目標】 

「共に支え合えるまちの仕組みづくり」 

「暮らしを支えるサービスの充実」 

「愛着のもてる地域づくり」 

第５期米子市地域福祉活動計画（Ｈ２８～Ｈ３２） 

【基本理念】 

「話し合い、つながり、支え合い、助け合う心豊かなまちづくり」 

【基本目標】 

「地域支援事業の推進」 

「生活支援事業・総合相談の推進」 

「地域生活支援事業の推進」 

「ボランティア活動の推進」 

「福祉意識の啓発」 
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４ 国の動き 

平成 28 年 6 月 「ニッポン一億総活躍プラン」に「地域共生社会の実現」を明記 

平成 28 年 7 月 「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部を設置 

平成 28 年 10 月 地域力強化検討会を設置 

平成 29 年 5 月 地域包括ケアシステム強化法成立 

平成 29 年 9 月 地域力強化検討会「最終とりまとめ」を公表 

平成 29 年 12 月 「社会福祉法に基づく市町村における包括的な支援体制の整備 

 に関する指針」を告示 

  「地域共生社会の実現に向けた地域福祉の推進について」発出 

平成 30 年 4 月 改正社会福祉法施行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 社会福祉法の改正の概要 

⑴ 地域福祉の推進（第４条第１項）改正 

「地域住民が地域社会を構成する一員として日常生活を営み、社会、経済、文

化その他あらゆる分野の活動に参加する機会」は、 

「与えられる」⇒「確保される」よう努めなければならない。 

⑵ 地域福祉の理念（第４条第２項）新設 

地域住民等は本人及びその世帯に着目し、幅広く生活を捉え、包括的に地域生

活課題を把握し、支援関係機関と連携して解決を図るよう特に留意する。 

⑶ 福祉サービス提供の原則（第５条）改正 

社会福祉を目的とする事業を経営する者が福祉サービスを提供するに当たって

は、地域福祉推進に係る取組を行う地域住民等との連携を図るべきである旨追加。 

⑷ 地域福祉推進に関する国・地方公共団体の責務（第６条第２項）新設 

国・地方公共団体は、地域住民等が地域生活課題を把握し、支援関係機関との

連携等によりその解決を図る施策その他地域福祉の推進のために必要な措置を講

ずることを努力義務化。 

【地域共生社会】 

「子ども・高齢者・障害者などすべての人々が地域、暮らし、生きがいをともに創り、高め

あうことができる『地域共生社会』を実現する。このため、支え手側と受け手側に分かれ

るのではなく、地域のあらゆる住民が役割を持ち、支えあいながら、自分らしく活躍でき

る地域コミュニティを育成し、福祉などの地域の公的サービスと協働して助け合いながら

暮らすことのできる仕組みを構築する。」 （ニッポン一億総活躍プラン） 

 

【我が事・丸ごと】 

「我が事」・・・地域で起きているさまざまな問題を、住民が他人事ではなく、「我が事」と

してとらえ、主体的に解決に取り組むこと。 

「丸ごと」・・・分野を超えて地域生活課題について「丸ごと」受けとめ、関係機関と連絡

調整等を行う相談支援体制を構築すること。 
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⑸ 相談支援を担う事業者の責務（第１０６条の２）新設 

相談支援を担う事業者は、必要に応じて適切な支援関係機関につなぐことを努

力義務化。 

⑹ 包括的な支援体制の整備（第１０６条の３）新設 

以下の事業の実施等により、市町村の包括的な支援体制の整備の推進を努力義

務化。 

（第１号関係） 

・地域福祉に関する活動への地域住民の参加を促す活動を行う者に対する支援 

・地域住民等が相互に交流を図ることができる拠点の整備 

・地域住民等に対する研修の実施その他の地域住民等が地域福祉を推進するた

めに必要な環境の整備 

（第２号関係） 

・地域住民等が自ら他の地域住民が抱える地域生活課題に関する相談に応じ、

必要な情報の提供及び助言を行い、必要に応じて、支援関係機関に対し、協

力を求めることができる体制の整備 

（第３号関係） 

・多機関の協働による包括的な相談支援体制の構築 

⑺ 市町村地域福祉計画（第１０７条）改正 

以下の内容を定めるよう規定するとともに、計画の策定を努力義務化。 

・福祉の各分野における共通的な事項（「上位計画」として位置付け） 

・包括的な支援体制の整備に係る事業に関する事項 

 

６ 次期計画の策定について 

・法の改正を受けて、現計画の期間満了を待たずに改定を行う。 

・市の「地域福祉計画」と市社協の「地域福祉活動計画」を統合し、行政、社会福

祉協議会、住民、各福祉活動団体、ボランティア、事業所など、地域に関わる者

の役割や協働を明確化し、実行性のある計画づくりを目指す。 
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我が事・丸ごとの体制整備に向けて 

 

 

１ 「住民に身近な圏域」において、地域住民等が主体的に地域生活課題を把握し解

決を試みることができる環境の整備 

⑴ 地域福祉に関する活動への地域住民の参加を促す活動を行う者に対する支援 

 例：地域福祉コーディネーターによる住民の活動支援 

⑵ 地域住民等が相互に交流を図ることができる拠点の整備 

 例：公民館、集会所、空家の活用、民間事業所などの活用 

⑶ 地域住民等に対する研修の実施 

 

そのほか、住民の意欲を喚起し、住民同士や住民と福祉関係者などのつながりを

構築するために、地域に関わる人たちが話し合い、地域の課題を共有する場となる

「地域会議」の設置が必要 

⇒既存の「地域ケア会議」との関係を整理 

⇒地区版地域福祉活動計画を策定 

 

２ 「住民に身近な圏域」において、地域生活課題に関する相談を包括的に受け止め

る体制の整備 

 ⑴ 地域住民の相談を包括的に（丸ごと）受け止める場の整備 

  例：「福祉なんでも相談窓口」の設置、どんな相談でも受け止める相談員の配置 

  ・身近な相談窓口であるために逆に相談しづらい場合もあるので、全市を対象に

した相談窓口も同時に整備が必要（市社協の総合相談事業など） 

 ⑵ 地域住民の相談を包括的に受け止める場の周知 

 ⑶ 地域の関係者等との連携による地域生活課題の早期把握 

  ・本人からの相談だけではなく、自治会長、民生・児童委員、在宅福祉員、近隣

住民などを通して情報が入ってくるような体制整備が必要 

例：「地域会議」や「福祉なんでも相談窓口」の活用 

 ⑷ 地域住民の相談を包括的に受け止める場のバックアップ体制の構築 

・支援困難なケースなど、専門機関につなぎ、支援が受けられる体制の整備 

 

３ 多機関の協働による包括的な相談支援体制の構築 

⑴ 支援関係機関によるチーム支援 

・「住民の身近な圏域」の相談支援体制では対応できない複合的な課題や制度の狭

間にある課題等に対し、分野横断的なチームで支援 

 ※平成３０年度から鳥取県がモデル事業として県西部圏域で実施 

 ⑵ 協働の中核を担う機能 

  ・チームに働きかけ、まとめる役割が必要 

 ⑶ 支援に関する協議及び検討の場 

 ⑷ 支援を必要とする者の早期把握 
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・自分からは相談してこない人の状況把握 

・「住民の身近な圏域」での住民の相談、民生・児童委員などとの連携 

⑸ 地域住民等との連携 

 

 

 

 

 

 

 

 

米子市で考えられる圏域 

自治会区域 

（４１８） 

・住民同士の日常的な見守り、声かけ 

・運動会、伝統行事等への参加 

・自治会活動への参加 

・災害時の支え合い 

（支え愛マップの作成・更新等） 

公民館区域 

（２９） 

・自治連合会、地区社会福祉協議会の活動区域 

・小学校区と重なるところが多い 

・地区版地域福祉活動計画の策定 

・まちづくりの拠点＝地域福祉活動・地域住民の交流の拠点としての公民館 

【米子市民自治基本条例】 

「第 14 条 市は、公民館を、社会教育施設としての機能を踏まえ、身近

な地域におけるまちづくりの拠点として位置づけます。」 

中学校区域 

（１１） 

・地域包括ケアシステムにおける日常生活圏域 

・地域包括支援センターは市内７箇所 

⇒一つのセンターが複数の中学校区域を管轄したり、中学校区域を分割し

て別々のセンターが管轄したりしている 

市内ブロック 

（５） 

・地理的条件や歴史、文化的条件から複数の公民館区域を束ねて構成された

ブロック 

新生（明道・就将・啓成・車尾・義方・住吉） 

中央（加茂・河崎・福生東・福生西・福米東・福米西） 

弓浜（大篠津・和田・崎津・富益・夜見・彦名） 

南部（成実・尚徳・永江・五千石・巌・春日・県・大高） 

淀江（淀江・宇田川・大和） 

全市区域 ・市全域の総合的な政策 

 

 

 

 

 

【ポイント１】 

住民主体の活動を行うための「住民に身近な圏域」はどの範囲か 
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【どこで】 

住民が相談できる場が必要 

○活用が考えられる地域の社会資源 

  公民館、地域包括支援センター、学校、事業者施設、空家・空き店舗など 

 

【誰が】 

 コミュニティワーカー、民生・児童委員、ボランティアなど 

 

 

 

 

 

 

【どのように】 

住民の生活課題を受け止める仕組みが必要 

相談窓口、住民同士の協議の場、周りの人の「気付き」からの連携など 

 

 

 

 

○考えられる機関 

市、地域包括支援センター、社会福祉協議会、その他の社会福祉法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ポイント２】 

「どこで」「誰が」「どのように」住民の相談を受け止めるのか 

⇒コミュニティワーカー 

住民主体の地域福祉活動の開発や、公民協働で困りごとの解決を図るための仕

組みづくり等を行う専門職。 

【ポイント３】 

「多機関」によるチームを誰が統率するのか 
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米子市地域福祉計画・地域福祉活動計画の方向性 
 

 

１ 地域全体がつながり、支え合う視点  

 地域の中で誰も排除されず、全ての住民が自分らしく活躍できる社会を構築する

ためには、地域のつながりと支え合いの体制づくりが不可欠です。 

 しかし、米子市においても地域福祉活動者の高齢化と後継者不足は顕在化してお

り、また、自治会加入率（総世帯数に占める自治会加入世帯数の割合）を見ると、

平成 10 年度の 78 パーセント（合併前の旧米子市の数値）から平成 30 年度には 61.8

パーセントまで低下するなど、地域の支え合いの機能の低下が懸念されます。 

 そこで、住民の主体性を尊重しながら、地域福祉活動を側面的に支援する役割を

担う専門職として「コミュニティワーカー」を配置し、地域住民とともに次の視点

で地域の支え合いの体制づくりを進める方向で検討することが必要です。 

 

⑴ 住民主体の活動支援 

住民一人ひとりが自分や自分の家族のために行動する「自助」、住民同士の支え

合いによる地域福祉活動である「互助」、介護保険制度等の制度化された相互扶助

システムである「共助」、行政の公的サービスである「公助」をバランスよく機能

させていくことを前提とした上で、特に「互助」の強化に重点的に取り組む。 

そのために、地域の課題の解決や、地域の活性化に向けた取組について、地域

に関わる人々が主体的に考え、話し合い、実践につなげていく仕組みをつくる。

すでに地域独自の取組があれば、それを尊重し、発展させる。 

 

⑵ 住民主体の活動の圏域と拠点の整備 

福祉活動の範囲として、重層的な圏域を設定する。特に住民主体の活動を行う

圏域は公民館区域とする。 

公民館について、社会教育施設としての機能を踏まえた上で、まちづくり、地

域交流の拠点と位置付け、公民館を中心にしたまちづくり・ひとづくりを行う。

また、公民館以外の社会資源との連携・交流にも取り組む。 

 

⑶ 多様な主体の協働 

 地域福祉活動の主力である自治会や地区社協、民生・児童委員等に加え、福祉

事業者や企業、ボランティア等がつながることで、新たな「地域力」を生み出す。 

今まで地域づくりに関心が無かった人も巻き込むため、住民それぞれのライフ

スタイルの違いを認め合う意識の醸成を図るとともに、「ゆるやか」につながるき

っかけをつくる。 

 

⑷ 誰もが活躍できる社会の構築 

ノーマライゼーションの理念の下、誰もが自分らしく暮らすことができるよう、

地域全体で合理的配慮を提供するとともに、高齢者や障がい者、子ども等、普段
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支援されることが多い人が活躍し、ときには支援する側にも回ることができる仕

組みや環境をつくる。 

 

２ 未来へつなげる視点  

米子市では、今後ますます高齢化が進行していくことが予想されます。米子市

の独自推計によると、高齢者数（65 歳以上人口）は現在の約 42,000 人から、

2040 年ごろには 43,500 人を超え、高齢化率（総人口に占める高齢者人口割合）は

現在の約 28 パーセントから、2045 年ごろには 32 パーセントに達すると推計され

ます。 

それに対して生産年齢人口割合（総人口に占める 15 歳から 64 歳の人口割合）

は、現在の約 58 パーセントから、2045 年ごろには約 52 パーセントまで減少する

と推計され、単純にその人口比を計算すると、2045 年にはおよそ高齢者 1 人に対

して生産年齢者が約 1.6 人ということになります。 

このことから、今後ますます社会保障費や医療費が増加するとともに、労働力

不足や地域福祉の担い手不足が拡大することが予想されます（米子市の財源見通

しについては別添のとおり）。 

したがって、次のような長期的な視点を持って、人材と財源の両面で持続可能

な、未来を見据えた地域福祉の仕組みづくりが必要です。 

 

⑴ 人材の確保・育成 

潜在的労働力の活用や、高齢者や外国人の雇用を視野に入れ、福祉専門職の人

材不足の解消を図る。 

地域福祉を担う人材が枯渇しないよう、人材の発掘、育成や、地域愛着を醸成

する仕組みをつくり、世代継承に取り組む。 

 

⑵ 公的サービスの適正化 

公的福祉サービスの給付について、サービスの内容やボリュームが適正かどう

か、チェック・是正する仕組みをつくるとともに、サービス種類ごとの需給バラ

ンスの調整を図る。 

個別支援は、支援対象者の希望を尊重しながら、地域福祉活動へのつなぎや就

労支援など、できる限り出口を見据えて行う。 

 

⑶ 住民活動の自立支援 

住民主体の地域福祉活動は、幅広く支援の輪を広げることにより、できる限り

自立した活動を目指す。 

 

⑷ 計画や施策の継続性・開発性の担保 

計画の実行状況を「見える化」し、点検、評価する仕組みを構築することで、

計画の進行をより確実なものとする。 

地域課題等の把握から新たな福祉施策や福祉実践へつなげていくボトムアップ
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の体制を構築し、様々な施策・取組と地区版地域福祉活動計画及びその他の福祉

関連分野の諸計画の策定プロセスとの関係や、社会福祉審議会の位置づけも整理

する。 

市役所庁内では部局の枠を超えた「地域福祉庁内検討会議」を継続・発展させ、

分野横断的な施策について検討・調整を行う。 

 

⑸ 米子市社会福祉協議会の強化 

地域支援の専門家集団として、また、社会福祉事業者の代表としての役割を担

う米子市社会福祉協議会は、今後更なる活動強化が必要であることから、市との

連携の強化を図りながら、当該計画の実践の主体組織として活躍するための体制

強化に努める。 

 

３ 包括的な支援の視点  

  地縁的なつながりや親族間のつながりの希薄化に伴い、ひきこもりなどの社会的

孤立の問題や、ごみ屋敷問題などの制度の狭間の問題、８０５０問題や介護と育児

のダブルケアなどの複合的な問題が地域で受け止めきれなくなってきており、包括

的、分野横断的な支援の仕組みづくりが必要です。 

 

⑴ 地域生活課題を包括的に受け止める 

 住民に身近な地域で「何でも」相談できる場をつくり、地域住民の生活課題を

受け止めることが必要であり、そのためにも、コミュニティワーカーを配置し、

住民への情報提供や助言を行うとともに、受け止めた課題の内容に応じて、住民

活動や専門機関へのつなぎを行う。 

 

⑵ 「地域支援」と「個別支援」の融合 

コミュニティワーカーによる地域住民活動の支援と、専門機関等による個別の

生活支援との連携を図り、互いに協働する体制を構築する。 

実践を通じて地域の土壌づくりと人材育成を促進し、将来的には地域支援と個

別支援の機能の統合を目指す。 

 

⑶ 世帯丸ごと支援、予防的支援への転換 

困難を抱える本人のみならず、その家族を含めた「世帯丸ごと支援」と、事後

対応型支援ではなく、住民とコミュニティワーカーや専門機関の連携による早期

発見、早期支援を行うことで、事前対応型支援への転換を図る。 

 

⑷ 相談支援ネットワークの構築 

様々な分野の相談支援機関のネットワークにより、多機関協働の支援体制を構

築する。特に地域包括支援センターと一般相談事業所は、その役割や位置づけを

整理し、強力な連携体制の構築を目指す。 

 



項目 説明 取組の例

官民協働・福祉以外の分野との協働 　地域における社会問題やニーズが多様

化している中で、市の予算・人員は共に

逼迫しており、独力でそれらに対応する

ことは困難な状況にあることから、様々

な資金確保の手段を講じるとともに、官

民協働により、分野を超えた取組を推進

する必要がある。

○地域づくりにおける官民協働や地域福祉への関心の喚起も視野に入れた寄付や共同募金等の取組の推

進

・共同募金によるテーマ型募金や市町村共同募金委員会の活用・推進、クラウドファンディングやＳＩ

Ｂ（ソーシャル・インパクト・ボンド）、ふるさと納税、社会福祉法人による地域における公益的な取

組

・米子市まちづくり活動支援交付金による住民主体の活動支援

・企業の社会貢献活動との協働等の取組

・社会福祉法人連絡会を活用し、社会福祉法人の社会貢献活動の連携促進

○複雑多様化した生活課題を解決するため、社会福祉を目的とする多様なサービスの振興・参入促進及

びこれらと公的サービスの連携による公私協働の実現

・民間の新規事業の開発やコーディネート機能への支援

・企業、任意団体、NPO、大学等との連携

・地域の活性化に寄与しながら地域生活課題の解決にも同時に資する「ソーシャルビジネス」・「コ

ミュニティビジネス」の立ち上げ支援、連携

・ＡＩ（人工知能）やＶＲ（仮想現実）などの新たな技術を活用した事業などへの協力

○様々な課題を抱える者の就労や活躍の場の確保等、福祉以外の様々な分野（まちおこし、商工、農林

水産、土木、防犯・防災、社会教育、環境、交通、都市計画等）との連携に関する事項

・中間的就労の受入れ等

　

地域福祉・住民交流の拠点の整備 住民の「我が事」の意識醸成には、課題

を抱える人だけではなく、全ての住民が

気軽に情報交換できる場が必要である。

考えられる拠点として第一には公民館が

あるが、その他の住民の集まる場所との

交流により、より幅広い支え合い活動が

期待できる。

○地域住民等が集う拠点の整備や既存施設等の活用

・誰もがいつでも気軽に立ち寄ることができる居場所や、地域住民とボランティアや専門職等との話し

合いを通じて新たな活動が生まれることが期待できる地域の拠点

・公民館を地域福祉活動や地域交流の拠点として活用し、その他の地域拠点との連携・交流を促進

地域福祉計画・地域福祉活動計画　項目案

1
0



項目 説明 取組の例

1
0

誰もが自分らしく暮らすための支援の仕

組みづくり

全ての人々が住みやすい地域社会を作っ

ていくためには、支援が必要な方に対

し、身近な範囲で、その特性に合わせ

て、自分らしく生きられるように配慮し

た支援が必要である。

○地域における子育て支援

・子育て支援センターを活用した子育てに関する相談支援

・子育てサークルによる親子のふれあい、居場所づくり

・家庭教育支援として、家庭教育に関する講座の開催、乳幼児期の子育て・親育ち講座（タムタムスクー

ル）や「家庭教育支援チーム」による保護者への学びの場の提供や地域の居場所づくり等

・児童文化センターや公民館を活用した子どもたちの体験活動や、ボランティアや様々な人たちとの交

流機会の提供

○地域における高齢者の支援

・「健康づくり・やって未来や塾」や「ふれあい・いきいきサロン」などを通じた健康づくり・介護予

防活動の推進や居場所づくり

・在宅福祉員による高齢者の見守り活動

・認知症サポーターの養成を通じた認知症への正しい理解を深めるための啓発

・認知症の人やその家族や地域住民、専門職等が集い、相談したり理解を深めたりする場として、「認

知症カフェ」の運営

・認知症行方不明者の捜索模擬訓練の実施

○長期入院・入所中の障がい者の地域生活移行に係る支援体制の整備

・地域移行のための地域の受入体制、地域生活支援拠点等の整備

・地域住民に障がいの特性を知ってもらう取組

・相談支援、事業所との連絡調整、サービス等利用計画の確認等の実施

・地域での交流の場の整備

支援を必要とする人の把握・発見の仕組

み

支援を必要とする人の状況把握や発見の

ためには、隣近所の方や民生委員等の地

域活動者の協力が不可欠である。また、

何か問題が起こってからの対応ではな

く、未然に問題を防ぐための日常的な見

守りや相談支援体制が重要である。

・地域拠点と民生委員や在宅福祉員、福祉専門職との連携

・警察、消防や郵便局等との連携による安否確認・緊急対応

・地域の見守り活動の推進

・相談窓口や相談ダイヤルの周知

・コミュニティワーカー等によるアウトリーチ

1
1



項目 説明 取組の例

1
0

災害に備えた支え合い体制の構築 災害が発生した際、特に高齢者や障がい

者等の避難支援については、行政だけで

はなく、住民同士の支え合いが不可欠で

ある。

そのため、災害発生時の支え合いの仕組

みづくりと、防災訓練や研修等を通じた

住民の防災意識の啓発が必要である。

・福祉避難所の拡大

・防災に関する研修や講習会の開催

・自主防災組織の結成促進と育成支援

・地域における防災リーダーの育成

・支え愛マップの作成と更新の推進

・地域への避難行動要支援者情報の整備・提供、要援護者登録制度の推進

・災害時避難行動要支援者の避難支援を含めた防災訓練の実施

・障がい者や高齢者等の特性を考慮した情報提供の在り方

地域の交通手段の確保・外出支援 高齢化の進行に伴い、買い物や通院に困

難を抱える高齢者の増加が予想され、住

み慣れた地域で安心して暮らすために

は、移動や外出に関する互助の仕組みや

支援策が必要である。

・地域における「乗り合い」の推進

・路線バス等、公共交通機関の利便性の確保

・運転免許返納者に対する支援

自死に追い込まれない社会づくり 自死はその多くが社会的孤独や精神疾患

等の様々な要因により追い込まれた末の

死であり、早期支援により防ぐことがで

きると考えられることから、自死を発生

させない社会づくりに取り組んでいく必

要がある。

○自死対策の効果的な展開も視野に入れた支援の在り方

・状態が深刻化する前の早期発見のための地域づくり

・誰もが立ち寄れる居場所づくり

・複合的課題に対応するためのネットワークづくり

・自死未遂者への支援、遺された人への支援

心身の健康づくり・健康寿命の延伸 全ての人々が健康でいきいきとした生活

をおくるためには、一人ひとりが健康に

対する意識を持ち、健康づくり活動や病

気や介護予防活動を行っていく必要があ

る。

また、健康であることにより、医療費や

介護給付費の削減も期待できる。

○保健師による地域の実情に合わせた保健活動の実施

・健康講座の実施や、保健推進員との連携による健康意識、健康診査やがん検診の受診率の向上に向け

た取組

・保健師とコミュニティワーカーや地域住民との連携による地域診断の実施

・自宅に引きこもりがちな精神障がい者の社会参加促進のための「こころの広場」の実施

○地域資源を活かしたフレイル対策の推進

1
2



項目 説明 取組の例

1
0

バリアフリーの推進 高齢者、障がい者等が誇りを持って、安

心して地域で暮らしていくためには、生

活する上での物理的、制度的、意識的な

バリア（障壁）をなくしていき、合理的

な配慮が行き届いた社会をつくる必要が

ある。

・「バリアフリー法」や「米子市交通バリアフリー基本構想」に基づく、高齢者や障がい者等に配慮し

た駅やバス停留所、歩道、公園、公共施設等の整備やノンステップバスの導入推進

権利擁護の推進 認知症、知的障がい、その他の精神上の

障がいがあることにより財産の管理や日

常生活等に支障がある人たちを社会全体

で支え合うことが、社会における喫緊の

課題であり、特に成年後見制度を始めと

する権利擁護のための支援を充実させる

必要がある。

○市民後見人等の育成や活動支援、判断能力に不安がある者への金銭管理、身元保証人等、地域づくり

の観点も踏まえた権利擁護の在り方

・市民後見人の活躍の場の拡大

・市民後見人等の育成や活動支援

・「西部後見サポートセンターうえるかむ」による、判断能力が不十分な者への権利擁護支援のための

取組

・日常生活自立支援事業の対象とならないが判断能力に不安があり金銭管理が必要な者や、身元保証人

が存在していないために生活等に困難を抱えている者への支援

・家計相談の充実

・福祉サービス利用支援センターによる、苦情解決制度など適切なサービス利用の支援

総合的な福祉サービスの提供 障がい者が６５歳になっても、使い慣れ

た事業所において引き続きサービスを利

用しやすくするという観点や、限られた

人材をうまく活用しながら適切にサービ

ス提供を行うという観点から、共生型

サービスの整備が有効と考えられる。

また、分野ごとで区分されたサービスで

は、複合的な課題を抱えた世帯への迅速

で手厚い支援は困難であるため、総合的

な相談支援体制の構築が必要である。

○共生型サービス等の分野横断的な福祉サービス等の展開

・高齢、障がい、子ども・子育て等の福祉サービスの総合的な提供や、多機能型のサービスの提供

・地域包括支援センターと障がい者一般相談事業所の連携

・高齢者と障がい者が同一の事業所でサービスを利用しやすくする共生型サービスの整備

・障がい者や認知症の高齢者が活躍したり、福祉サービスを組み合わせたりして、世代を超えたつなが

りと役割を生み出し得る共生の場の整備等

1
3



項目 説明 取組の例

1
0

福祉職従事者の確保・育成 少子高齢化に伴う福祉サービス需要の拡

大や、社会的孤立等の新たな社会的問題

の顕在化に伴い、福祉従事者の量的確保

と質的向上が必要であるが、生産年齢人

口の減少を背景に人材の取り合いが生じ

ているとの指摘もあり、対策が必要であ

る。

・社会福祉従事者の専門性の向上、ケアマネジメント、ソーシャルワーク体制の整備

・相談支援技術を有する専門職の育成

・大学や専門学校等との連携

・有資格者や福祉職経験者等の潜在的労働力の活用

適切な福祉サービスの提供 様々な福祉サービスの提供について、そ

の内容が利用者の状況に見合ったものに

なっているかどうか、又は量的過不足が

ないかをチェックし、問題があれば是正

する必要がある。

併せて、様々な手段を講じて、制度や

サービスに関する情報を必要な人に届

け、「知らないから受けられない」をな

くす必要がある。

○サービスの評価やサービス内容の開示等による利用者の適切なサービス選択の確保

・サービスの量や内容が適切かどうかチェックできる仕組みの確立

○要支援者が必要なサービスを利用することができるための仕組みの確立

・福祉サービスの利用に関する情報提供、相談体制の確保、支援関係機関間の連携

・障がい者や高齢者等を情報弱者にしないための、それぞれの特性に対応した情報提供やコミュニケー

ションの在り方

困難を抱える人への横断的な支援 地縁的なつながりや親族間のつながりの

希薄化に伴い、ひきこもりなどの社会的

孤立の問題やごみ屋敷問題などの制度の

狭間の問題、８０５０問題や介護と育児

のダブルケアの問題などが顕在化してき

ており、既存の縦割りのシステムでは対

応が困難であるため、各分野横断的な相

談支援体制の構築が必要である。

○制度の狭間の課題への対応

・ひきこもり、サービス利用拒否等の制度の狭間の課題を有する者を発見する機能の充実、ソーシャル

ワーク体制の整備、近隣の地域住民や訪問機会のある事業者等との連携体制の整備等

○生活困窮者のような各分野横断的に関係する者に対応できる体制

・生活困窮者、社会的孤立状態にある者又は表出されていない課題も含めて複合化した課題を有する者

に対する相談支援体制の在り方

・自立相談支援事業と任意事業（就労準備支援事業、家計改善支援事業）の一体的な実施

○犯罪をした者等への社会復帰支援

・保健医療、福祉等の支援を必要とする犯罪をした者等に対し、必要なサービス、住まい、就労、その

他生活困窮への支援等を提供し、地域での生活を可能とするための施策を総合的に推進するための方策

及び体制構築

1
4



項目 説明 取組の例

1
0

居住に関する横断的な支援 地域の中で自立した生活を送るために

は、安定した住まいが必須であり、その

ためには、住まいの確保に関する支援と

居住環境の整備の両面が必要である。

○居住に課題を抱える者への横断的な支援

・生活困窮者、高齢者、障がい者、子育て世帯のうち、生活や住宅に配慮を要する者の住まいの確保や

生活の安定、自立の促進に係る取組

・鳥取県居住支援協議会が実施している「あんしん賃貸事業」や「家賃債務保証制度」の活用

就労に関する横断的な支援 就労は生活困窮者、高齢者、障がい者、

ひとり親家庭等の人々が自立した生活を

していくために重要であり、就労を通じ

て生きがいや尊厳の確立にもつながる。

就労支援は、就労する人への支援と、雇

用者側の理解を深め、協力を求める取組

が必要である。

○就労に困難を抱える者への横断的な支援

・生活困窮者、高齢者、障がい者、ひとり親家庭等のうち、就労に困難を抱える者について、段階に応

じた適切な支援

・企業等との連携による中間的就労の取組

虐待から守るための支援 家庭内で起こる虐待は、外部に発覚しに

くく、対応が遅れた場合は取り返しがつ

かない状態となる。地域住民と協力しな

がら異変をいち早くキャッチし、保護に

つなげる体制が必要である。

○高齢者、障がい者、児童に対する虐待への統一的な対応や、家庭内で虐待を行った養育者又は保護者

が抱えている課題にも着目した支援

・虐待事案が発生した際の連絡体制

・虐待を行った者を加害者としてのみ捉えるのではなく、養護者又は保護者として支援すること

・起こり得る虐待への予防策

庁内連携体制の整備 地域づくりは様々な分野との連携・協働

は必須であり、計画の実践にあたり、部

局横断的な連携を図る必要がある。

○地域づくりに資する複数の事業を一体的に実施していくための連携体制

・事業の効果、効率性や対象者の生活の質を高めることを目的とした、地域づくりに資する複数の事業

の一体的実施、具体的な財源の在り方や連携体制

○全庁的な体制整備

・地域福祉庁内検討会の継続・充実による庁内の部局横断的な連携体制の整備

1
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項目 説明 取組の例

1
0

住民活動・住民組織への支援 高齢化やライフスタイルの変化等に伴

い、地域での活動者の高齢化と後継者の

不足が問題となっている。ボランティア

団体やＮＰＯ等の地域に関わる社会資源

との連携により、新たな地域力を生み出

す必要がある。

○地域住民、ボランティア団体、ＮＰＯ等の社会福祉活動への支援

・活動に必要な情報の入手、必要な知識、技術の習得、活動拠点に関する支援

・地域住民の自主的な活動と公共的サービスの連携

・有償ボランティアの活用

・ボランティアと要支援者とのマッチング支援

支援される側の活躍の場の整備 いつもは支援されることが多い高齢者、

障がい者、子ども等が、可能な範囲で地

域社会の中で活躍することは、その人の

生きがいや自尊心の向上につながると同

時に、地域の活性化も期待できる。

・老人クラブやシルバー人材センターなどを通じた高齢者の社会参加の促進

・全ての住民が交流でき、支えられる側が支える側にも回ることができるような場の整備

・障がい者就労施設等からの物品等の優先調達の推進

・芸術やスポーツ等の分野での活躍の場の整備・支援

・子ども会やスポーツ少年団等による地域貢献活動の推進

住民の福祉意識の啓発 地域共生社会の実現に向けて、住民の地

域福祉活動への参加を促すためには、地

域の現状を知ってもらい、自分自身にで

きることを考えてもらう必要がある。

○住民の生活課題に関する意識の向上、地域福祉推進への主体的参加の促進

・地域の福祉の在り方について、住民等の理解と関心を深めることによる主体的な生活者、地域の構成

員としての意識の向上

・障がい者、高齢者、妊婦、子どもなど、配慮が必要と思われる人への合理的配慮の提供など、「心の

バリアフリー」の推進

・住民等の交流会、勉強会等の開催

・公民館における社会教育との連携

地域の人材発掘・人材育成 地域の中には、地域への愛着を持ち、

様々な能力を持ちながら、活躍できてい

ない人材が埋もれていたり、更なる活躍

が期待できる人材が数多く存在すると考

えられるので、それらの人が活躍しやす

い環境づくりが必要である。

○地域福祉を推進する人材の発掘・養成

・コミュニティワーカーや福祉専門職等による、地域の人材への働きかけ

・ボランティアセンターによるボランティア人材の養成

・民生・児童委員活動等の役割の整理と、地域福祉活動の充実に向けた環境整備
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項目 説明 取組の例

1
0

地区版地域福祉活動計画の策定 地区ごとに地域福祉活動に関する計画を

策定することにより、その過程を通じて

住民同士の結束が深まり、地域づくりへ

の多様な参画も期待できる。また、計画

により明らかになった地域ごとの生活上

の課題や効果的な取組等の情報が明らか

となり、全市的に施策に反映することが

できる。

○地域住民による、地域福祉活動の指針となる計画の策定。住民、学校、社会福祉法人、企業等多様な

者が参画する。コミュニティワーカーの支援により全地区で策定し、地区版の計画から全市の計画への

ボトムアップの仕組みの確立

福祉教育の推進 将来に渡って地域福祉活動を継続・発展

させていくためには、子どものころから

地域への愛着を醸成し、地域福祉への関

心を抱かせるような取組が必要である。

・小学校の総合学習の時間を活用した、施設見学、幼稚園・保育園との交流、障害者との交流、体験学

習など

・社会教育と福祉との連携

・子どもへの教育だけではなく、保護者や企業の従業員に対する研修等の実施

1
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2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

総人口 147,837 149,584 148,271 149,313 146,204 144,412 142,625 140,390 137,972 135,521 133,142 130,831 128,541

65歳以上人口 28,552 32,139 35,379 40,569 42,956 43,262 42,837 42,581 43,536 43,370 42,100 39,196 37,344

生産年齢人口 95,877 95,197 88,910 86,473 82,618 80,392 79,184 76,885 73,182 70,954 70,034 71,050 70,902

年少人口 22,973 22,067 20,678 20,163 20,630 20,758 20,603 20,924 21,254 21,197 21,008 20,586 20,296

高齢化率 19.3% 21.5% 23.9% 27.2% 29.4% 30.0% 30.0% 30.3% 31.6% 32.0% 31.6% 30.0% 29.1%

生産年齢人口割合 64.9% 63.6% 60.0% 57.9% 56.5% 55.7% 55.5% 54.8% 53.0% 52.4% 52.6% 54.3% 55.2%

年少人口割合 15.5% 14.8% 13.9% 13.5% 14.1% 14.4% 14.4% 14.9% 15.4% 15.6% 15.8% 15.7% 15.8%

※2000年～2015年は国勢調査（総人口は年齢不詳を含む）

 2020年～2060年は米子市独自推計（米子市がいな創生総合戦略目標値）

各種統計資料

米子市の将来人口推計

15.5% 14.8% 13.9% 13.5% 14.1% 14.4% 14.4% 14.9% 15.4% 15.6% 15.8% 15.7% 15.8%

64.9% 63.6% 60.0% 57.9% 56.5% 55.7% 55.5% 54.8% 53.0% 52.4% 52.6% 54.3% 55.2%

19.3% 21.5% 23.9% 27.2% 29.4% 30.0% 30.0% 30.3% 31.6% 32.0% 31.6% 30.0% 29.1%

2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

高齢化率 生産年齢人口割合 年少人口割合

22,973 22,067 20,678 20,163 20,630 20,758 20,603 20,924 21,254 21,197 21,008 20,586 20,296

95,877 95,197
88,910 86,473 82,618 80,392 79,184 76,885 73,182 70,954 70,034 71,050 70,902

28,552 32,139
35,379 40,569 42,956 43,262 42,837 42,581

43,536 43,370 42,100 39,196 37,344

147,837 149,584
148,271 149,313 146,204 144,412 142,625 140,390 137,972

135,521 133,142 130,831 128,541

2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

年少人口 生産年齢人口 65歳以上人口
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55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳以上

合計

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳以上

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳以上

7,0005,0003,0001,0001,0003,0005,0007,000

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳以上

２０１５年

男 女

7,0005,0003,0001,0001,0003,0005,0007,000

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳以上

２０４０年

男 女

7,0005,0003,0001,0001,0003,0005,0007,000

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳以上

２０６０年

男 女

（人）

（人）

（人）

年齢５歳階級人口推計
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※米子市住民基本台帳 ※厚生労働省「人口動態統計」　

　鳥取県福祉保健課「人口動態統計」

※各年度３月末時点

障がい種類別

視覚 341 Ａ 323 １級 172

聴覚平衡機能 407 Ｂ 743 ２級 1,075

音声言語機能 65 ３級 145

肢体不自由 2,900

内部 1,601

合計 5,314 合計 1,066 合計 1,392

身体 療育 精神

※平成３０年３月３１日現在

1,449

1,386

1,480

1,412 1,424

1,360

1,459

1,376

1,443

1,372
1,343

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

1.50
1.53

1.64
1.61

1.67
1.72

1.78

1.68

1.87

1.71

1.47
1.43

1.46
1.54 1.58 1.57

1.62

1.60

1.65

1.60

1.34
1.37 1.37 1.39 1.39 1.41 1.43 1.42

1.45 1.44

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

（％）米子市 鳥取県 全国

出生の状況

948 885 928 960 1,086 1,117 1,140 1,200 1,075 1,183

932 975 1023 1067 1,191 1,283 1,393 1,365 1,440 1,509
835 955 984 1137

1,234 1,318 1,373 1,453 1,466 1,5061249 1238 1135
1189

1,208
1,319 1,345 1,348 1,453

1,497
958 921 901

897
963

972 997 1,058 1,065
1,064

902 934 933
1044

1,081
1,016

1,102 1,053 1,036
1,083

840 824 882
910

934
947

923 921 915
895

6664 6732 6786
7204

7,697
7,972

8,273 8,398 8,450
8,737

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

（人）要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

要介護認定者数の推移

5,616 5,735 5,865 6,019

6,650 6,821 6,912 6,973

5,459 5,314

904 937 995 1,044 1,039 1,081 1,125 1,156 1,044 1,066

981 1,087 1,195 1,283 1,375 1,484 1,606 1,707
1,316 1,392

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

（人）身体 療育 精神

障がい者の状況
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※各年度４月末時点

678

988

1,900

345

277

411

H27 H28 H29

延べ相談件数（件） 実相談者数（人）

521 550 567 579 632 700 753 813 875 912 920
61 64 74 77

76
73

68
80

88 79 71

141
156

180 185
196

202
202

218
242 226 236

285
271

301
337

348
318

311
318

286 297 285

88
110

134
129

167
213

217
207

220 234 214

1,096
1,151

1,256
1,307

1,419
1,506

1,551
1,636

1,711 1,748 1,726

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

（世帯）高齢者 母子 障がい者 傷病者 その他

生活困窮者の状況

116

71

60

30 39

99
89

105

78

57

H25 H26 H27 H28 H29

生活福祉資金借受世帯数 生活保護申請世帯一時貸付金借受世帯数
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（13）日常生活自立支援事業の推移

利用者数

相談件数

※各年度５月１日時点

42,945

42,241
41,922 41,946

41,691 41,731 41,745
41,369 41,281

41,100

68.9

67.3

66.1
65.5

64.6
64.3

64.0

62.8
62.4

61.8

40,000

40,500

41,000

41,500

42,000

42,500

43,000

43,500

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

58.0

60.0

62.0

64.0

66.0

68.0

70.0

自治会加入世帯数 加入率（％）

自治会加入世帯の推移

838

830

837

829
833

H25 H26 H27 H28 H29

住民活動の状況

3,300

3,170
3,122

2,977
2,927

H25 H26 H27 H28 H29

4,058
3,911

4,298

4,106 4,166

148 149
158 155 158

100

120

140

160

180

3,600

3,800

4,000

4,200

4,400

H25 H26 H27 H28 H29
いきいきサロン参加者数 サロン数

3,640
4,161 4,220 4,527

91 93 98 110

H26 H27 H28 H29

ボランティア人数合計 ボランティアグループ数

1,620 

2,563 
3,049 

3,492

2,208

77 92 94
82 85

H25 H26 H27 H28 H29

相談件数 利用者数

その他の事業の状況

1,856

2,625 2,642
2,660

1,745

1,131
1,128

1,108

1,067
1,061

H25 H26 H27 H28 H29

活動回数 会員数
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第２回
H30.10.10

第４回
H31.3.18

第１回

広報4月号
締切

第１回
H31.2.4

パブリック
コメント

地域福祉計画・地域福祉活動計画策定スケジュール

第３回
H31.1.15

第４回 第５回

8 シンポジウム

広報5月号
締切

団体等ヒヤリング

計画策定

策定委員会

市民シンポジウ
ム
開催

広報１１月号
締切

報告書作成

会場予約
講師依頼

暫定案
（章立て）

第３回
H30.12.20

番号

1

4

7

5 市民ワークショップ

2 庁内検討会議

6
地域アンケート
地域懇談会

3 社会福祉審議会

地区社協連絡会

１月 ２月 ３月
主要事業名

Ｈ３０

６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

第１回
H30.6.29

委員改選
第１回
H30.7.4

第２回
H30.10.3

報告書作成

第９回
・パブコメ結果

第１０回
H31進捗報告

計画完成

第７回

議員意見聴取
１２月議会
委員会説明

第７回
・計画案検討

３月議会
委員会説明

県に提出

第８回
・計画最終案検討

第８回 第９回

Ｈ３１

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

第２回

第６回
・計画案検討

第６回

第５回
・計画案検討

計画に盛り込む内容整理

地区活動者アンケート調査

３回開催

ヒヤリング実施対象団体選定・依頼

参加者募集

地域懇談会（２７地区）

計画具体案の検討


